















	 	 	 	 	Looking	at	 teachers	 in	 the	schools,	 they	were	positive	 to	develop	quality	and	abilities	of	 their	 teaching.	Actual	
teachings	were,	however,	 teacher-centered.	 It	 is	 thought	 that	 they	would	need	 to	work	on	creating	opportunities	 to	
develop	students’	abilities	of	thinking	and	for	students	to	learn	from	each	other.	
②	The	focal	points	of	the	revised	Courses	of	Study	in	2015






















1. Faculty of Culture and Sport Policy,Toin University of Yokohama
2. University of Teacher Education Fukuoka, Faculty of Education
3. College of Education, Ibaraki University
4. University of Teacher Education Fukuoka, Division of Academic 
    Research in Education
5. Tokyo International University, Human and Social Sciences
6. Higashi-Hiroshima City Board of Education
7. Yamagata Prefectural Yamagata Chuo High School
8. Hita Municipal Arita Elementary School

































































































































































 eludehcS etaD 程日
3 月１3 日 (月) 
March 13 (Mon) 
AM 各自 
PM ワークショップ準備、役割分担等 
3 月 14 日 (火) 




Gu-am High School 
16:30 韓国中央大学 
 Chung-Ang University 
18:30 意見交換 
3 月 15 日 (水) 
March 15 (Wed) 
AM  ハヌル中学校 
Hanwool Middle School 
PM  帰国 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































表3    訪問校における調査結果概要一覧
日本との共通性・相違点 学習指導要領の準拠性 ヒアリングによる実施の実態 ・訪問校におけるシステムや方
法論の特徴
・教師の課題や授業への
意識
小学校 運動習慣の二極化
第３学年 第６学年は，各102単
位時間（週３回）
・5つの価値を育てる
週当たり４時間の体育的活動のう
ち，２時間を体育の授業に当てて
いる
・市内体育専科教員各校２名
・技能獲得を中心とした教師主
導型
・施設面の狭さ
・5つの価値の具体化に教
師の力量が重要
中学校
指導案提示、ゲームの中
核となる動きへの着目
各102単位時間（週３回）
週に１回もしくは２回の課外活
動としてののスポーツクラブ活
動(50分／1単位時間程度)の導入
・技能以外の目標の具体化は指導
案から確認できず
・1単位時間40分
・全教科でライフスキル重視
・25名(男女共習)
(ソウル市内は30 37)
・技能を獲得とした教師主導型
・施設面の狭さ
・運動経験、技能の格差
高等学校
女子の運動離れ
幼児期からの運動機会の
減少
スポーツと学力の二極化
・「運動と健康的な生活」「ス
ポーツ文化」「スポーツ科学」
・６つの学期で10単位配当（週
に２回）
スポーツ２時間，保健・安全教育
１時間，クラブ，合わせて４時間
の身体活動
指導内容は、学校の事情も考慮
し，学校 の判断
学習評価は、個人40％チーム60％
で評価，意欲や態度は「生活記
録」に特別に記録し，大学への資
料
・３０名(男女共習)
・スキル向上がねらい
・家庭での運動プログラムにつ
なげること
・技能段階別の学習課題の提示
運動場等の運動施設が狭
い
1日50分運動すること
クラブは全員対象とし，
週１回必修
概要
運動習慣の二極化・女子
の運動場慣れは共通
韓国の高校では学力と運
動のいずれかの選択
・小中高とも訪問校は男女共習
・小学校４年生から体育専科が
指導
・クラブ活動の導入は小中高で
導入
資質・能力の育成は好意
的であるが、実態は技能
中心とした教師主導型
・施設面での課題が小中
高で見られる。
日本においては、学習指導要領の準拠性が高いが、学校の実態に応
じた時間数数や単位時間の配当がされている。また、5つの価値の目
標の具体化が確認できなかった。
表 4　訪問校における調査結果概要一覧
48 佐藤ほか
力の育成の方向性は好意的であるが，実際の授業は教師主導
型の授業であり，資質・能力の育成に向けて，思考力や判断力
を育む場面や児童・生徒間の学び合いの場面には課題が見ら
れた．あわせて， 施設面の狭さなどの課題が小中高で見られ
た．
②韓国2015年改訂教育課程の主な要点は，全体の方向性とし
て，「鍵概念（Key	Concept）」，「一般化された知識（Generalized	
Knowledge）」，「機能（Function）」などの用語に見られるよう
に，OECD,	De-Se-Co（2003）のキーコンピテンシーの影響を受
けつつ，独自の資質・能力育成のアプローチを具体化していく
動きが加速していると言える． 日本の2017年学習指導要領改
訂でも同様の変化が見られることから，資質・能力ベ スーでの
ナショナル・スタンダ ドーの共通性が確認された．
③韓国の学習指導要領（教育課程）に基づく授業の実施状況
　2007，2011改訂のスポーツスキル・ベ スーからライフスキル・
ベ スー重視へのパラダイムシフト及び2015年改訂の「鍵概念」，
「一般化された知識」，「機能」の授業での具体的な変化につい
ては，現地の授業視察からは十分な確認ができなかった．シス
テムや方法論の視点からは，小中高とも訪問校は男女共習であ
り多様化は進んでいる．ライフスキル・ベ スーの教育課程は好
意的に受け止めているが授業の実態は， 技能中心とした教師
主導型で展開されており， 学校現場での実践からは今後の継
続調査の必要性が認められた．
　本研究の主題である「アクション・ラーニング型研修プログラ
ムの開発」の視点からみると， 新しい教育課程の変更を学校
現場が咀嚼し， 授業実践として具体化するためには一定の期
間が必要であることは日本も同様である． 学習指導要領の理
解を広域的に進め， 学校現場の理解と実践をサポ トーすると
いう点において，大学が果たすべき役割についての可能性を更
に検討する必要がある．大学の具体的な役割として，教育課
程の内容の効果的な伝達システムや伝達補完システムの在り
方に関する研究を，韓国と共同し開発を進めることもその一つ
であろう．
　また， 内容を指導や学習の実践にどのように具体化してい
くのかという学校現場への情報提供機能も大切となる．さら
に，そのための具体的なアイデアや実践例をどのように収集し
たり，共有したりするかも重要な課題となる．それらの点では，
韓国における現状分析を通して，我々の課題研究において明ら
かにしようとする「アクション・ラーニング研修プログラム開発」
の意義が改めて確認されるとともに，諸外国との比較研究等か
ら学ぶ意義は大きいと言える．
4-3． 今後の課題
①運動機会の減少や指導内容の課題など2015年改訂の成果
検証に向けてはさらに調査をする必要が認められる．
②特に，高等学校段階では，必須教科としての位置づけが復
活しており，教育全体が目指す資質・能力と体育の授業の関係
性をどのように具体化していくのかということについて調査をす
る必要性が認められる．
注
注1）OECDは， 国際化と高度情報化の進行とともに多様性
が増した複雑な社会に適合することが要求される能力概念を
明らかにする「コンピテンシーの定義と選択」Definition	and	
Selection	of	Competencies（DeSeCo）	を1997年末にスタ トー
させ，2003年に最終報告をしている．
注2）笹川スポーツ財団が公開している佐々木邦彦， 韓国の
学校体育－2009年改正教育課程と集中履修制がもたらすも
の http://www.ssf.or.jp/topics/external/tabid/746/Default.
桐蔭スポーツ科学　2018 492017年韓国における体育・保健体育科教育の現状
aspx（2017.9.11参照）-を事前の参考資料とした．
注3）本インタビューは，筆者の主催する九州・体育保健体育ネッ
トワーク研究会と韓国中央大学の連携協定に基づき， 韓国中
央大学において日韓の体育科・保健体育科学習指導要領の現
状についての意見交換を行った際のJeongAe	You氏による発
言及び提供資料をまとめたものである．
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